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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第11期
第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 88,878 101,913 186,870

経常利益 (百万円) 2,503 3,018 6,736

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,450 1,755 4,060

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,054 2,274 5,242

純資産額 (百万円) 68,467 73,437 71,981

総資産額 (百万円) 143,050 150,401 151,627

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 8.69 10.53 24.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.9 48.8 47.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,852 △1,972 4,602

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,312 △3,229 △4,725

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,605 4,928 95

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,100 5,656 5,929

　

回次
第11期
第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.06 3.13

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容について、重要な変更はありません。

(その他）

当社は、第１四半期連結会計期間において、株式を追加取得したことにより、辻製油株式会社を持

分法適用の範囲に含めております。

　
平成25年９月30日現在、当社グループは株式会社Ｊ－オイルミルズ（当社）、子会社10社及び関連会

社６社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、欧州債務危機等の海外景気の下振れによる影響等が引き

続きあるものの、輸出の持ち直しや企業収益の改善等を背景に景気回復の傾向にありました。

製油産業におきましては、主原料である大豆及び菜種の相場は、高値で推移する展開となりました。

さらに、円安の進行が、原料調達コストを押し上げる要因となっております。

大豆のシカゴ相場は、米国大豆の需給逼迫・作付け遅延等の悪材料が重なり、４～６月にかけて１

ブッシェル当たり14米ドルから15米ドル超へと大幅な上昇となりましたが、その後は米国産地において

良好な天候に恵まれたことなどから下落する展開となり、１ブッシェル当たり13米ドル台で９月末を迎

えました。

菜種のウィニペグ相場も、４～６月上旬にかけて１トン当たり620加ドルから650加ドルへ上昇しまし

たが、その後はカナダ産地において良好な天候に恵まれたことなどから下落する展開となり、１トン当

たり480加ドル付近で９月末を迎えました。

以上のような原料相場の動向のほか、円安の進行も加わり、原料調達コストは大きく上昇しました。

このような中、当社は、供給責任を果たすための安定した原料調達を可能にするためにも、コスト増

加を含む製品価値に見合った販売価格を実現すべく、得意先に対し粘り強く理解を求めてまいりました

が、４月１日からの油脂製品の価格改定につきましては一定の理解を得られたものの、７月10日からの

価格改定につきましては浸透するに至りませんでした。

他方、オリーブオイル・ごま油等の家庭用プレミアムオイルや、バターの代替として使える風味油等

の業務用高機能性油の拡販や新製品の投入、付加価値型のミール製品の生産能力を増強するなどの施策

に取り組みました。また、中期経営計画の柱のひとつである成長分野への展開に関しても、６月にイン

ドで合弁契約を締結するなど、将来に向けた取り組みを実施してまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高1,019億13百万円（前年同四半期比14.7%

増）、営業利益27億42百万円（前年同四半期比14.3%増）、経常利益30億18百万円（前年同四半期比

20.6%増）、四半期純利益17億55百万円（前年同四半期比21.0%増）となりました。
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なお、平成25年７月11日、当社は、段ボール用でん粉の取引において独占禁止法に違反する行為が

あったとして、公正取引委員会から排除措置命令及び課徴金納付命令を受けました。その後、外部専門

家の助言等も踏まえ慎重に検討した結果、今回の命令の内容については当社の認識とは異なることか

ら、９月５日に同委員会に対し審判請求を行いました。当社といたしましては、今後ともより一層のコ

ンプライアンス体制の強化・徹底を図ってまいります。株主の皆様、お客様をはじめ関係者の皆様に

は、多大なご心配をおかけすることになりましたことを深くお詫び申し上げるとともに、今回の審判請

求に対するご理解と、引き続きのご支援・ご鞭撻を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

　
当第２四半期連結累計期間におけるセグメントの営業概況は、次のとおりであります。

　
（製油事業）

油脂部門においては、原料コスト増加を含む製品価値に見合った販売価格の実現に取り組みました。

家庭用油脂は、“オリーブオイルの風味が気軽に楽しめる”新製品「AJINOMOTO Eurolive®」（ユーロ

リーブ）を８月に発売するなど、オリーブオイル・ごま油等のプレミアムオイルを中心に拡販し、販売

数量は堅調に推移しました。

業務用油脂は、“長く使える”をコンセプトにした「長調得徳®」シリーズのラインナップに、ボトル

製品を新たに加えるなど高機能性油の拡販に注力し、販売数量は前年同四半期から微増となりました。

マーガリン部門においては、家庭用マーガリンは、３月に発売した新製品「カルピス®ソフト」が好評

を博したものの、全体として販売数量は前年同四半期から微減となりました。業務用マーガリンは、昨

年６月に発売した“自然な乳の風味”が特長の新製品「マイスター®デリシア」が堅調に推移したもの

の、全体として販売数量は前年同四半期をやや下回りました。

油糧部門においては、大豆ミール・菜種ミールの販売数量が堅調に推移したことに加え、穀物相場の

上昇や円安進行に伴い販売価格も上昇したことにより、売上高は前年同四半期を大きく上回りました。

以上の結果、当事業の売上高は940億99百万円（前年同四半期比15.4%増）、セグメント利益は40億73

百万円（前年同四半期比9.8%増）となりました。

　
（その他）

飼料部門においては、酪農家戸数と乳牛飼養頭数が減少する依然として厳しい販売環境の中、販売数

量は前年同四半期を下回りましたが、大豆ミール等の原料相場上昇に伴う販売価格の改定により、売上

高は前年同四半期を上回りました。

スターチ部門においては、粒状澱粉「ネオトラスト®」等の新製品や特殊とうもろこしであるハイアミ

ロースコーンスターチに注力した販売活動を展開した結果、販売数量は前年同四半期を下回ったもの

の、売上高は前年同四半期をやや上回りました。

健康食品部門においては、健康食品事業は、「百歳の朝食」をテーマにした大豆レシチンの拡販を行

いましたが、全体として売上高は前年同四半期を下回りました。ファイン事業は、トコフェロールが旺

盛な需要を受け伸長したことなどにより、売上高は前年同四半期を上回りました。大豆蛋白を原料とす

るシート食品「まめのりさん®」は、米国向けを中心に順調に拡販したものの、全体として売上高は前年

同四半期を下回りました。

化成品部門においては、主たる需要家である木材建材産業では、住宅取得支援制度等により新設住宅

着工戸数が増加したものの、原油価格の上昇により石油化学系原料が値上がりする厳しい環境にありま

した。このような状況の下、主力製品の木材建材用接着剤の拡販等に努め、売上高は前年同四半期を上

回りました。

以上の結果、その他の売上高は78億14百万円（前年同四半期比6.9%増）、セグメント利益は１億72百

万円（前年同四半期比17.9%減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ12億26百万円減少し、1,504億１

百万円となりました。主な増加は、たな卸資産（合計）が25億42百万円、投資その他の資産（合計）が

16億63百万円であります。主な減少は、前連結会計年度末日が銀行休業日であった影響から受取手形及

び売掛金が34億60百万円減少しているほか、現金及び預金が２億73百万円、流動資産その他が２億70百

万円、繰延税金資産（流動）が２億９百万円、有形固定資産が11億36百万円であります。

負債は、前連結会計年度末と比べ26億82百万円減少し、769億63百万円となりました。主な増加は、

借入金合計が109億16百万円、繰延税金負債（固定）が３億１百万円であります。主な減少は、支払手

形及び買掛金が51億69百万円、社債合計が50億円、未払法人税等が13億68百万円、流動負債その他が23

億28百万円であります。

純資産は、前連結会計年度末と比べ14億56百万円増加し、734億37百万円となり、自己資本比率は

48.8％となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結累計期間末と比べ４

億43百万円減少し、56億56百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ38億24百万円減少し、19億72百万円のマ

イナスとなりました。この主な要因は、売上債権の減少及び未払消費税等が増加したものの、仕入債務

が減少したことによります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ83百万円支出額が減少し、32億29百万円

のマイナスとなりました。この主な要因は、投資有価証券の取得による支出が増加したものの、有形固

定資産の取得による支出が減少したことによります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ33億23百万円増加し、49億28百万円のプ

ラスとなりました。この主な要因は、社債の償還による支出等があるものの、借入金が増加したことに

よります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。
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（財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

は次のとおりです。この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支

配されることにより当社の企業価値・株主共同の利益が毀損されることを防止するための取組みとして、

当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本買収防衛策」といいます。）を導入しております。

１.当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容

や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的か

つ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要と考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に

基づいて行われるべきものと考えており、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値・株主共同

の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会

や株主が株式の大量取得の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため

の十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらす

ために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないも

のも少なくありません。

　特に、当社の企業価値の源泉は、主として、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給してき

た実績から得られたお客様の信頼と、それを裏付ける技術力にあると考えておりますが、かかる当社の

企業価値の源泉に対する理解が必要不可欠です。当社株式の大量取得を行う者が、当社グループの財務

および事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、それを

中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されること

になります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必

要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考

えます。
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２.基本方針の実現に資する取組み

当社の企業価値の源泉は、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給してきた実績から得られ

たお客様の信頼と、それを裏付ける技術力にあると考えており、具体的には以下の６点を挙げることが

できます。

(ⅰ) 安全で安心な製品に対する信頼

(ⅱ) 安全な製品を生み出す高度な技術力

(ⅲ) 安定供給による信頼

(ⅳ) 高付加価値・高品質の製品を生み出す研究開発力

(ⅴ) 長年培った販売力

(ⅵ) 従業員

① 中期経営計画

当社は、これら当社の企業価値の源泉を今後も維持・発展させていくことが、企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上につながるものと考えております。また、当社の企業価値の源泉をさらに

強固なものとするため、当社では、まず『ステークホルダー（取引先・社員・株主・社会）の幸せを

実現する』という基本理念を策定しております。

　このような基本理念の下、当社は中期経営計画を策定することにより、企業価値の発展を図ってお

ります。

平成24年３月期を初年度とする３ヶ年計画である第三期中期経営計画においては、10年後を見据え

た『安定と成長 ２０２０』を基本方針とし、成熟市場である製油・油脂事業においては、(Ⅰ)価値

に見合う製品価格の実現、(Ⅱ)コストダウン、(Ⅲ)付加価値製品の開発と上市により、収益の改善と

安定を図るとともに、新規事業、海外油脂事業、食品・ファイン事業、化成品事業を新たな成長軸と

位置付け果敢に挑戦してゆくこととし、この両軸をもって、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

の確保・向上に努めてまいります。

② コーポレート・ガバナンス

また当社は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上のための重要な仕組みとして、従来よりコー

ポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいりました。

　当社は経営効率化のために執行役員制度をとり、原則として月に３回開催される経営会議における

意思決定に基づき各執行役員が業務を執行しております。業務執行および意思決定のうち重要なもの

については、毎月開催される取締役会に付議・報告され、その監督に服するものとしております。

　監査役会は、常勤監査役２名（うち社外監査役１名）・非常勤の社外監査役１名の３名からなり、

各監査役は、毎月開催される取締役会に出席して取締役の意思決定・業務執行を監視・監督しており

ます。また、常勤監査役は経営会議にも出席し、取締役による業務執行を適法性・適正性の観点から

監視・監督しております。

　このように当社では、経営上の意思決定および業務執行につき、取締役会および監査役会による監

視・監督により、適法かつ適正な業務執行が行われるような仕組みをとっておりますが、今後更に

コーポレート・ガバナンスの充実を図り、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させていく所存で

あります。
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３.基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

① 本買収防衛策の目的

本買収防衛策は、当社株式の大量取得行為が行われる場合の当社における手続を定め、このような

大量買付に応じるか否かを株主の皆様が適切に判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案

を提案するために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との交渉の機会を確保す

ることにあります。

　これにより、当社の企業価値の源泉である、長年に亘って安全で高品質な商品を安定的に供給して

きた実績から得られたお客様の信頼と、それを裏付ける技術力等が害されることを防止し、当社の企

業価値および株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

② 本買収防衛策の概要

本買収防衛策は、有事の際に対抗措置を発動する可能性を事前に予告する事前警告型買収防衛策で

す。具体的には、次のような内容を有しています。

(ⅰ)　当社が発行者である株券等について20％以上の買付その他の取得等を行うことを希望する買付者

等は、あらかじめ買付等の内容の検討に必要な情報を当社に対して提出していただきます。

(ⅱ)　独立委員会は、当社取締役会に対し、上記買付等の内容に対する意見や根拠資料、これに対する

代替案（もしあれば）等を提出するよう求めることができます。

※独立委員会は、当社社外取締役、当社社外監査役または社外の有識者（実績ある会社経営者、

官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれ

らに準ずる者）で、当社経営陣から独立した者のみから構成されます。

(ⅲ)　独立委員会は、買付者等や当社取締役会から情報を受領した後、必要に応じて外部専門家等の助

言を得た上で、買付等の内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討等を行いま

す。

(ⅳ)　買付者等が、本買収防衛策の手続を遵守しない場合や当社の企業価値または株主の皆様の共同の

利益を著しく損なうと認められる場合には、当社取締役会は、独立委員会の判断を経た上、新株

予約権の無償割当てを実施するか否かを決定します。

(ⅴ)　上記(ⅱ)乃至(ⅳ)にかかわらず、当社取締役会は、(ａ)買付者等が本買収防衛策に定める手続を

遵守しているとともに、買付等が当社の企業価値又は株主共同の利益を毀損することが明白では

ない場合で、かつ、(ｂ)新株予約権の無償割当ての実施について株主総会を開催することが実務

上可能である場合には、独立委員会における手続の他、株主意思確認株主総会を招集して、当該

株主総会において、新株予約権の無償割当てを実施するか否かを決定します。

(ⅵ)　本買収防衛策に基づく対抗措置として、新株予約権を割り当てる場合には、当該新株予約権に、

買付者等およびその関係者による権利行使は認められないという行使条件、および当社が買付者

等およびその関係者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取

得条項が付されることが予定されています。

(ⅶ)　本買収防衛策の有効期間は、平成26年３月期に関する定時株主総会終結の時までとします。
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４.上記の取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

① 本買収防衛策が基本方針に沿うものであること

本買収防衛策は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを

株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時

間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、

当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

② 本買収防衛策が株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないこと

当社は、次の理由から、本買収防衛策は、当社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

(ⅰ)　経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の要件を完全に充足し、また、東京証券取引所の「有価

証券上場規程」および大阪証券取引所の「企業行動規範に関する規則」に定められる買収防衛策

の導入に係る尊重事項を全て充足していること。さらに、本買収防衛策は、企業価値研究会が平

成20年6月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他昨今の

買収防衛策に関する議論等を踏まえていること。

(ⅱ)　株主意思を重視するものであること。

(ⅲ)　独立性の高い社外者の判断を重視し、適時適切な情報開示を定めていること。

(ⅳ)　合理的な客観性要件を設定していること。

(ⅴ)　外部専門家の意見を取得することとしていること。

(ⅵ)　当社取締役の任期は１年であること。

(ⅶ)　デットハンド型（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛

策）やスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、

その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）ではないこと。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７億53百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、原料相場が依然として高値圏で推移しており、また、為替相場

の円安の進行により、製造原価を押し上げる結果となっております。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、油脂製品およびミール製品の付加価値化

や、生産の効率化等によるコスト削減を推進するとともに、製品価値に見合った販売価格の実現に向

け、粘り強く得意先に対し理解を求めてまいります。

　
(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金調達は、自己資金のほか銀行借入や社債発行等により調達しております。

当社グループは健全な財務状態及び営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力を持つことか

ら、成長を維持するために必要な運転資金及び投融資資金を調達することが可能であると考えておりま

す。

　
(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

原料高騰は、人口増加・新興諸国の生活水準の向上など構造的な問題であり、今後もこの傾向が続く

ものと予想しております。また、国内においては周知のとおり人口減少・少子高齢化が確実に進行して

おり、国内市場の縮小は避けられません。

このような構造的な課題に対処するためには、当社が長年培った技術力を武器に、付加価値商品の開

発、アライアンスも含めた海外への進出を積極的に目指してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 540,000,000

計 540,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 167,542,239 167,542,239
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数　1,000株

計 167,542,239 167,542,239 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年９月30日 ― 167,542 ― 10,000 ― 32,393
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

味の素株式会社 東京都中央区京橋１－15－１ 45,269 27.02

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 10,865 6.48

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 10,012 5.98

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 4,741 2.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 4,655 2.78

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 4,143 2.47

Ｊ-オイルミルズ取引先持株会 東京都中央区明石町８－１ 3,259 1.95

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 2,713 1.62

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３－９ 2,713 1.62

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 2,701 1.61

計 ─ 91,073 54.36
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　741,000
(相互保有株式)
普通株式　 18,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

165,880,000
165,880 ―

単元未満株式
普通株式

903,239
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 167,542,239 ― ―

総株主の議決権 ― 165,880 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)お

よび豊産商事株式会社（現 株式会社Ｊ-ウィズ）名義の株式（株主名簿上は同社名義となっております

が、実質的に所有しておりません。）が1,000株（議決権１個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式742株および相互保有株式660株が含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社Ｊ-オイルミルズ

東京都中央区明石町８－１ 741,000 ― 741,000 0.44

(相互保有株式)
太田油脂株式会社

愛知県岡崎市福岡町下荒追28 18,000 ― 18,000 0.01

計 ― 759,000 ― 759,000 0.45

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,929 5,656

受取手形及び売掛金
※1 40,643 37,182

商品及び製品 14,016 16,215

原材料及び貯蔵品 20,509 20,852

繰延税金資産 1,438 1,229

その他 2,386 2,116

貸倒引当金 △8 △8

流動資産合計 84,915 83,242

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,729 12,613

機械装置及び運搬具（純額） 18,509 18,257

土地 19,743 19,743

建設仮勘定 1,473 826

その他（純額） 1,209 1,088

有形固定資産合計 53,665 52,528

無形固定資産 456 382

投資その他の資産

投資有価証券 11,695 13,452

長期貸付金 246 109

その他 731 775

貸倒引当金 △138 △138

投資その他の資産合計 12,535 14,198

固定資産合計 66,657 67,110

繰延資産 54 47

資産合計 151,627 150,401
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 20,154 14,985

短期借入金 14,350 20,750

1年内返済予定の長期借入金 2,722 2,475

1年内償還予定の社債 5,000 －

未払法人税等 2,171 803

未払消費税等 33 15

賞与引当金 1,004 948

役員賞与引当金 33 16

その他 11,501 9,173

流動負債合計 56,972 49,168

固定負債

社債 12,000 12,000

長期借入金 239 5,002

繰延税金負債 3,587 3,889

退職給付引当金 3,051 3,151

役員退職慰労引当金 340 361

環境対策引当金 160 160

長期預り敷金保証金 2,216 2,235

その他 1,074 993

固定負債合計 22,672 27,794

負債合計 79,645 76,963

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 31,633 31,633

利益剰余金 27,388 28,441

自己株式 △240 △356

株主資本合計 68,781 69,718

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,098 3,762

繰延ヘッジ損益 113 △62

為替換算調整勘定 △11 19

その他の包括利益累計額合計 3,200 3,719

純資産合計 71,981 73,437

負債純資産合計 151,627 150,401
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 88,878 101,913

売上原価 74,836 87,091

売上総利益 14,042 14,822

販売費及び一般管理費
※1 11,642 ※1 12,080

営業利益 2,400 2,742

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 142 178

持分法による投資利益 57 154

雑収入 59 71

営業外収益合計 262 406

営業外費用

支払利息 124 92

雑支出 33 37

営業外費用合計 158 130

経常利益 2,503 3,018

特別利益

固定資産売却益 0 4

投資有価証券売却益 － 0

関係会社清算益 10 －

特別利益合計 10 5

特別損失

固定資産除却損 94 130

固定資産売却損 0 －

減損損失 0 2

投資有価証券評価損 12 11

会員権評価損 0 －

リース解約損 2 6

課徴金等 －
※2 54

特別損失合計 110 204

税金等調整前四半期純利益 2,404 2,818

法人税、住民税及び事業税 750 805

法人税等調整額 203 258

法人税等合計 953 1,063

少数株主損益調整前四半期純利益 1,450 1,755

少数株主利益 － －

四半期純利益 1,450 1,755
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,450 1,755

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △259 662

繰延ヘッジ損益 △140 △176

持分法適用会社に対する持分相当額 3 33

その他の包括利益合計 △396 519

四半期包括利益 1,054 2,274

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,054 2,274

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,404 2,818

減価償却費 2,891 2,669

減損損失 0 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 99

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △22 20

賞与引当金の増減額（△は減少） 109 △56

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △17

受取利息及び受取配当金 △145 △181

支払利息 124 92

持分法による投資損益（△は益） △57 △154

固定資産売却損益（△は益） △0 △4

投資有価証券売却損益（△は益） － △0

関係会社清算損益（△は益） △10 －

固定資産除却損 94 130

投資有価証券評価損益（△は益） 12 11

社債発行費 4 6

課徴金等 － 54

売上債権の増減額（△は増加） △115 3,460

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,758 △2,543

仕入債務の増減額（△は減少） 2,889 △5,169

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △1,417 △1,276

未払消費税等の増減額（△は減少） △857 63

その他 342 39

小計 3,458 67

利息及び配当金の受取額 162 212

利息の支払額 △109 △96

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,659 △2,156

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,852 △1,972
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,136 △2,588

有形固定資産の売却による収入 2 0

有形固定資産の除却による支出 △119 △154

無形固定資産の取得による支出 △94 △15

投資有価証券の取得による支出 △10 △572

投資有価証券の売却による収入 － 1

関係会社の整理による収入 20 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △0 △0

長期貸付けによる支出 △1 △0

長期貸付金の回収による収入 26 99

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,312 △3,229

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,170 6,400

長期借入れによる収入 － 5,900

長期借入金の返済による支出 △6,323 △1,397

社債の発行による収入 11,935 －

社債の償還による支出 － △5,000

リース債務の返済による支出 △144 △142

自己株式の純増減額（△は増加） △23 △1

配当金の支払額 △667 △829

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,605 4,928

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 144 △273

現金及び現金同等物の期首残高 5,955 5,929

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 6,100 ※ 5,656
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

(持分法適用の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間において、株式を追加取得したことにより、辻製油株式会社を持分法適

用の範囲に含めております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。

　 前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

受取手形 102百万円 ―

　
２　偶発債務

従業員の金融機関に対する借入金の保証をしております。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

従業員住宅等借入金 10百万円 7百万円

　
３　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約にもとづく当第２四半期連結会計期間の借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

貸出コミットメントラインの総額 15,000百万円 15,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 15,000百万円 15,000百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

製品発送費 4,677百万円 4,853百万円

販売促進費 1,245 1,331

給与手当 1,442 1,435

退職給付費用 205 171

役員退職慰労引当金繰入額 28 38

賞与引当金繰入額 502 560

役員賞与引当金繰入額 15 19

貸倒引当金繰入額 △3 0
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※２　課徴金等の内容は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

平成25年７月11日、当社は、段ボール用でん粉の取引に関して独占禁止法に違反する行為があった

として、公正取引委員会から課徴金納付命令書を受領したことに伴い、当該命令の金額を計上してお

ります。なお、平成25年９月５日に同委員会に対し、審判請求を行いました。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金 6,100百万円 5,656百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 6,100百万円 5,656百万円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 667 4 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月５日
取締役会

普通株式 667 4 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 834 5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月５日
取締役会

普通株式 667 4 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）製油事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 81,568 7,309 88,878 ― 88,878

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

129 21 150 △150 ―

計 81,698 7,330 89,029 △150 88,878

セグメント利益 3,709 209 3,919 △1,519 2,400

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飼料・スターチ・栄養補助食

品・化成品の製造、加工、販売ならびに不動産賃貸等の各種サービス等が含まれております。

２．セグメント利益の調整額△1,519百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,519百万円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）製油事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 94,099 7,814 101,913 ― 101,913

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

161 26 187 △187 ―

計 94,260 7,841 102,101 △187 101,913

セグメント利益 4,073 172 4,245 △1,502 2,742

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飼料・スターチ・栄養補助食

品・化成品の製造、加工、販売ならびに不動産賃貸等の各種サービス等が含まれております。

２．セグメント利益の調整額△1,502百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,502百万円

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

一部のデリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。その他のデリバティブ取引につきましては、すべてヘッジ会計を適用している

ため、開示の対象から除いております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ８円69銭 10円53銭

    (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,450 1,755

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,450 1,755

普通株式の期中平均株式数(株) 166,839,948 166,533,114

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第12期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年11月５日開催の

取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 667百万円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　佐　　藤　　　　　晶　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　天　　野　　清　　彦　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月12日

株式会社Ｊ－オイルミルズ

取締役会  御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社Ｊ－オイルミルズの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊ－オイルミルズ及び連結子会社
の平成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社Ｊ－オイルミルズ(E00434)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

